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災害復興法学研究とリスクマネジメント

◼一般不法行為における過失責任、工作物責任における瑕疵、国
家賠償法の営造物責任における瑕疵、などを巡る裁判例（判旨
のみならず裁判所が認定した事実経過記述を重視）を検証的視
点で分析することで、将来の行動規範や安全配慮義務を果たす
ための対策に反映すべき教訓を抽出する調査研究活動を実践

◼東日本大震災後の宮城県の学校防災体制の整備に関する施策へ
の反映、原子力規制庁の原子力拠点病院におけるリスクコミュ
ニケーション等に関する研究、厚生労働省の病院BCP（事業継
続計画）に関する研修プログラム開発、東京都の首都直下地震
時の帰宅困難対策における事業者責務に関する研修プログラム
開発、長岡技科大「法工学」講座の創設等に寄与



不法行為責任と国家賠償責任

◼故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害
した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。（民法
709条）

◼土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があることによって他人に損害
を生じたときは、その工作物の占有者は、被害者に対してその損害
を賠償する責任を負う。ただし、占有者が損害の発生を防止するの
に必要な注意をしたときは、所有者がその損害を賠償しなければな
らない。（民法717条1項）

◼道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があつたため
に他人に損害を生じたときは、国又は公共団体は、これを賠償する
責に任ずる。（国家賠償法2条1項）



不法行為責任とリスクマネジメント

◼過失とは、予見可能性を前提とした予見義務に基づく、結果回
避可能性を前提とした結果回避義務に違反すること。（通説的
見解）

◼裁判所が判例で示した膨大な「事実関係」から、如何なる事情
が予見可能性や結果回避義務を基礎づけているかを分析するこ
とで様々な対策のヒントが見つかる。対策を講じることで人の
生命・身体の保護、すなわち安全配慮義務を果たすことができ
る。



瑕疵とは

◼国家賠償法2条1項の営造物の設置又は管理の瑕疵とは、営造物が通
常有すべき安全性を欠いていることをいい、これに基づく国及び地
方公共団体の損害賠償責任については、その過失の存在を必要とし
ない

◼営造物の構造、用法、場所的環境、利用状況等諸般の事情を総合考
慮して、具体的、個別的に総合判断

◼瑕疵の定量化・数値化は困難だが、裁判例を無数に読み込んでいく
と、瑕疵の認定に対する大枠が見えてくる。その大枠こそリスクマ
ネジメントのヒント（損害賠償リスクの回避ではなく、生命・身体
へのリスクの回避＝安全配慮義務を果たす対策のポイント）



道路管理の瑕疵の分析

「瑕疵」の責任を否定する主な事情

＝事故を防止し安全配慮義務を果たすリスクマネジメント

◼定期的なチェック・検査・調査

◼検査やチェックの記録

◼問題発生を予見した復旧手段の準備

◼予見可能性について考慮（自然災害＝免責ではない）

◼結果回避可能性について考慮

○財政上の理由は免責事由ではない（最判S45.8.20）

○時間的不可能は要求しない（最判S50.6.26）

○長期の危険放置は瑕疵（最判S50.7.25）



阪神高速道路橋脚倒壊被災事件（第1審）
裁判所神戸地方裁判所尼崎支部

判決日：平成15（2003）年1月28日

【事案】

平成7（1995）年1月17日に発生した淡路島北端を震源地とするマグニチュード
7.3の内陸都市直下型地震によって、阪神高速道路の高架橋脚が倒壊した際に、同
所を走行していた車両の運転手が橋脚の倒壊に伴って橋桁もろとも地上に転落し
即死した事故について、その相続人が本件高速道路の設置管理者たる阪神高速道
路公団に対し国家賠償を求めた事案

【結論】

倒壊原因は未曽有の地震力によるものであり不可抗力であるとして国会賠償責
任は否定された。控訴審（大阪高裁）で和解。

【主要争点】

（１）本件橋脚に物理的な欠陥があったか

（２）本件橋脚の管理に不備があったか



阪神高速道路橋脚倒壊被災事件（第1審）
裁判所神戸地方裁判所尼崎支部

判決日：平成15（2003）年1月28日

【争点】 本件橋脚に物理的な欠陥があったか

【結論】 欠陥はない（欠陥は立証できない）

【判断】

主鉄筋圧接部の不備、帯鉄筋の不十分なコンクリート定着、コンクリートの強
度不足といった個別的な物理的欠陥を認めるべき証拠はない。現場の地震力と倒
壊メカニズムによる全体的な考察を行っても欠陥を認めることはできない。

【考察】

物理的な欠陥については、証拠の不存在が理由とされているところ、強度不足
等の立証がなされれば、瑕疵が認められる余地はある。



阪神高速道路橋脚倒壊被災事件（第1審）
裁判所神戸地方裁判所尼崎支部

判決日：平成15（2003）年1月28日

【争点】 本件橋脚の管理に不備があったか

【結論】 不備はない

【判断】

道路が、いかに公共性を有し、社会経済における便益に資すべきものとされ、しかも、
構造上橋脚が倒壊し橋桁が落下すれば、高速道路上や道路下のみならず、近隣住民等にも
多大な被害を及ぼすことが予想されるものであったとしても、きわめて強力かつ広範囲に
及ぶ破壊力をもった自然現象である地震に対して無制限の耐力を持たせることは不可能で
あると言わざるを得ず、既往の地震等の知見を前提として持つべき水準を画していくほか
ない。既設の高速道路の橋脚については、新たな知見や基準が明らかとなったからといっ
て、その都度、これと従前の知見や基準を比較し、即座に瑕疵物と評価し、新たな知見や
基準に即応できなければ、瑕疵の存在を理由に供用を中止すべきというのは相当とは解し
がたいし、非現実的である。そうすると、必要に応じて可能な限り補強していく方法をと
らざるをえないが、補強がなされていなかったからといって直ちに通常有すべき安全性を
欠いていたと評価するのは妥当ではなく、補修の必要性、緊急性等を考慮し、合理的期間
内になすべき補修がなされていたか（その過程にあったか）という観点から、通常有すべ
き安全性を欠くかを判断するのが相当である。



阪神高速道路橋脚倒壊被災事件（第1審）
裁判所神戸地方裁判所尼崎支部

判決日：平成15（2003）年1月28日

【判断】

本件橋脚についてみると、本件橋脚自体は関東地震級のものは想定されて設計
施工されており、地震の発生頻度や規模を考えれば当時の状況から必要性・緊急
性が高かったとも言い難いこと、被告において既設橋梁の対策委員会を設け、海
外の知見等にも配慮して研究検討を続けていたこと、通達に従って震災点検を実
施しており、その時点での補修の必要性の高い橋脚を選抜していく方法も不適切
ではないこと、5年間を区切りとした補修計画について不合理な遅延とまではいえ
ないこと、平成9年までには補強されていた蓋然性があること（※）等を考慮する
と、供用開始後の知見や基準の内容を十分に考慮しながら、必要性・緊急性の高
いものから順番に補強を実施していたその過程において、本件地震が発生したも
のとみることができ、鋼板巻き立て工法が実施されていなかった本件橋脚につい
て通常有すべき安全性を欠いているとはいえない。



阪神高速道路橋脚倒壊被災事件（第1審）
裁判所神戸地方裁判所尼崎支部

判決日：平成15（2003）年1月28日

【判断】

※平成3年5月に行われた建設省通達による第5回震災点検で、補強対象とされた
橋脚については、平成5年度から平成9年度までの5年間で耐震補強工事を完了する
こととしていた。このうち、兵庫県域の工事対象橋脚のほとんどは、交通量の多
い国道2号線及び国道43号線上に設置されていることから、鋼板巻き立て工法によ
る耐震補強工事を実施するためには国道の車線規制等が必要であり、交通渋滞の
発生など一般車両への影響を最小限に抑えるために、関係官署との間で協議を
行っていた。本件橋脚は第5回震災点検では補強対象とされなかったものの、平成
9年度までに完了予定の耐震補強工事に組み入れることを目標としていたところ、
本件地震に遭遇した。

【考察】

現実に災害対策が当該災害までになされていない場合、当時の知見や基準の内
容を十分に考慮しながら防災計画を進めているか否かによって結論が変わり得る。



リスクマネジメントとリーガルアプローチ

◼「瑕疵」に関して、裁判所が判決で記述した各種事実関係、す
なわち国や事業者において講じられたであろう可能性を貪欲に
事例収集し、分析し、情報共有（勉強会）をしておくことが、
経営者や技術者にとって、瑕疵のメルクマールについての勘所
を養うことになる。

◼「瑕疵」の判断についての勘所を養うことは、損害賠償リスク
の回避のための準備という矮小的な目的にとどまらず、公共イ
ンフラの整備に関して見落としてはならないチェックポイント
の発見につながる。

◼「瑕疵」判断回避のためのチェックポイントの積み重ねは、安
全な公共インフラ整備のサイクルを生み出し、事故防止と命を
守ることにつながる。



プロローグ

第1部 新型コロナウイルス感染症と災害復興法学―COVID-19
第1章 新型コロナウイルス感染症は災害か： 災害対策の知恵を感染症に活
かせ
第2章 新型コロナウイルス感染症とリーガル・ニーズ： 動き出す法律家たち
第3章 感染症対策にも被災ローン減免制度を： 被災ローン減免制度コロナ
特則とガイドライン立法化提言
第4章 新型コロナ関係給付金を差押えから保護せよ： 特別定額給付金等を
巡る諸課題
第5章 オンラインで契約紛争解決： 弁護士会の新型コロナADR・ODR
第6章 正しい情報と正しい判断で職員・顧客を守る： 新型感染症対策と
BCP・BCM
第7章 新型コロナウイルス感染症に立ち向かう知識の備え： あなたを助ける
お金とくらしの話

第2部 異常気象と災害復興法学―DISASTERS
第1章 西日本豪雨とリーガル・ニーズ： 豪雨災害の声を徹底分析
第2章 令和元年台風被害とリーガル・ニーズ： 巨大台風襲来の大きな爪痕
第3章 義援金差押え禁止法恒久化： 水害と感染症と恒久法への道のり
第4章 終らない半壊の涙・境界線の明暗： 災害ケースマネジメントで申請主
義の壁を乗り越えろ
第5章 避難所TKBと感染症対策： 災害救助法の柔軟運用と限界
第6章 続・続・個人情報は個人を救うためにある： 災害と個人情報利活用
第7章 救えた命、失われゆく声： 命を守る災害関連死データの集積と分析
第8章 首都直下地震発生、東京から脱出せよ： 東京「仮」住まい

第3部 分野を超越するこれからの災害復興法学―RESILIENCE FOR 
ALL HAZARDS
第1章 知識の常備薬をポケットに： いつでも、どこででも、だれでも学べる社
会教育としての災害復興法学
第2章 知識を伝えるのはあなた： 命を繋ぐ災害ソーシャルワークと災害復興
法学
第3章 その時メディアは何を伝えるか： 被災者支援報道と災害復興法学
第4章 災害看護の力の源泉： 健康支援・医療支援としての災害復興法学
第5章 会社は人でできている： 組織のリスクマネジメントと災害復興法学
第6章 災害法務の専門人材を創れ： 公共政策学としての災害復興法学
第7章 災害復興法学が目指す生活復興基本法： 被災者のリーガル・ニーズ
から基本法を創る

エピローグ： 14歳のための災害復興法学



この国の未来を担うあなたへ
これは被災地4万人の
声が導いた、
復興政策の軌跡と
未来への道標である

2014年 慶應義塾大学出版会



この国の未来を担うあなたへ
復興政策の軌跡は、
未来をつくる希望の種になる。

2018年 慶應義塾大学出版会



声は届く、ともに歩んでいこう。

第1章  災害復興法学の体系化を目指して
第2章  災害時の無料法律相談分析の意義と

  災害復興法学に関する先行研究
第3章  東日本大震災無料法律相談情報分析結果
第4章  広島市豪雨災害無料法律相談情報分析結果
第5章  熊本地震無料法律相談データ分析結果
第6章  リーガル・ニーズの分析と災害復興政策の実現
第7章  分野横断的な復興政策モデルの構築
第8章  災害復興法学の実践
第9章  考察
第10章 結論と展望

2018年 勁草書房（ＫＤＤＩ叢書）

【受賞御礼】日本公共政策学会
2019年度学会賞『奨励賞』



図書館はやはり
『学びの場』
第1部 「知る」
第2部 「伝える」
第3部 「つくる」
災害が起こったとき、不安を抱える被災者
の生活再建のために、図書館が担える役割
とは何でしょうか。「生活再建への知識」「備
えの防災教育」をキーワードに、地域を支え
る情報拠点であり、だれにでも開かれた生
涯学習の場である図書館へ。

2019年 樹村房

玉有朋子先生による
ファシリテーション・
グラフィックも掲載！





朝日新聞「ひと」 2013年9月11日
読売新聞「顔」

2016年3月11日



 

毎日新聞 2020年 4月 23日朝刊 総合 4面 

ひと：岡本正さん＝被災時に役立つ知識をまとめ出版した弁護士 

東京中日新聞 2020年3月12日朝刊

共同通信配信 2020年3月全国地方紙掲載



銀座パートナーズ法律事務所。弁護士。博士（法学）。気象予報士。マンション管理士。ファイナンシャルプランナー（AFP）。
医療経営士(２級)。防災士。防災介助士。新潟大学研究統括機構客員教授（ELISセンター防災減災ユニット長）。岩手大学地域防
災研究センター客員教授。防災科学技術研究所客員研究員。人と防災未来センター特別調査研究員。慶應義塾大学・青山学院大学
大学院ビジネス法務専攻・明治大学公共政策大学院・長岡技術科学大学・日本福祉大学・神戸市看護大学大学院等の非常勤講師。
2013年度から2016年度には中央大学大学院公共政策研究科客員教授も務めた。2017年9月、博士論文「災害復興法学の体系―
リーガル・ニーズと復興政策の軌跡―」により新潟大学大学院現代社会文化研究科より『博士（法学）』の学位を取得。
1979年生。神奈川県鎌倉市出身。2001年慶應義塾大学法学部法律学科卒業、同年に司法試験合格。2003年に弁護士登録し、

田邊・矢野・八木法律事務所（現在名）に10年勤務したのち、2013年8月に独立し岡本正総合法律事務所を設立。2016年4月に
銀座パートナーズ法律事務所を設立。
弁護士ほか専門資格と行政内弁護士経験を活かし、企業、個人、行政、政策、教育など幅広い分野で活動。2009年10月から
2011年10月まで内閣府行政刷新会議事務局上席政策調査員として、行政改革・規制改革・政府系法人改革・行政事業レビューな
ど行政改革・政策立案を担当する。東日本大震災を契機として、2011年4月から12月まで日弁連災害対策本部嘱託室長にも就任。
東日本大震災の４万件の無料法律相談データベース策定を提言しその責任者となる。2011年12月から2017年7月まで文部科学省
原子力損害賠償紛争解決センター総括主任調査官に就任し、組織体制の構築や仲介基準策定をはじめ多数の案件に関わる。2012
年には、リーガルニーズと復興政策の軌跡をとりまとめ、法学と政策学を融合した「災害復興法学」を大学に創設。講義などの取
り組みは、『危機管理デザイン賞2013』『第６回若者力大賞ユースリーダー支援賞』などを受賞。
内閣官房、内閣府、総務省、中小企業庁、東京都、神奈川県ほか産学官の公職多数。その他企業や行政機関の役職・アドバイ

ザー・専門委員等多数。NHK「クローズアップ現代」「視点・論点」、読売新聞「顔」、朝日新聞「ひと」、毎日新聞「ひと」、
東京新聞「この人」他メディアにおける有識者出演多数。代表著書に『災害復興法学：リーガル・ニーズと復興政策の軌跡』（勁
草書房／日本公共政策学会奨励賞受賞）、『災害復興法学Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ』（慶應義塾大学出版会）、『非常時対応の社会科学法学と
経済学の共同の試み』（有斐閣）、『公務員弁護士のすべて』（第一法規）、『被災したあなたを助けるお金とくらしの話増補
版』（弘文堂）、『図書館のための災害復興法学』（樹村房）など。
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